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株主の皆様へ

　株主の皆様には、平素格別のお引き立てを賜り厚く御

礼申し上げます。

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、消

費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動による影響も

ありましたが、積極的な財政出動と金融政策の継続によ

り緩やかな回復基調で推移いたしました。

　建設業界におきましては、企業収益改善を背景に、民

間設備投資は増加傾向にあり、公共建設投資においても、

堅調に推移いたしました。

　このような事業環境において当社グループは、平成26

年５月９日付けで中期経営計画〔StepⅢ〕（平成26年度

～平成28年度）を公表いたしました。本計画は、新生日

特の成長への「挑戦」をテーマに、効率的な収益確保と

将来の建設市場の変化を見据えた事業戦略・組織を構築

する期間としてスタートいたしました。

　その結果、当第２四半期連結累計期間の業績は以下の

とおりとなりました。

　受注高は、採算性を重視した営業活動を行った結果、

前年とほぼ同額の35,026百万円（前年同四半期比2.6％

減）、売上高は、期首手持ち工事の施工進捗が順調に推

移したため23,987百万円（前年同四半期比18.6％増）と

なりました。

　中期経営計画〔StepⅢ〕の施策である人材確保・人材

育成のための人事・給与制度の見直し等を実施したため、

経費は増加しましたが、売上高の増加と利益率の改善に

より、営業利益は805百万円（前年同四半期は営業損失

164百万円）、経常利益は578百万円（前年同四半期は経

常損失214百万円）、四半期純利益は285百万円（前年同

四半期は四半期純損失202百万円）とそれぞれ改善いたし

ました。

　当社グループの売上高は、通常の受注形態として第３

四半期以降に完成する工事の割合が大きく、業績に季節

的変動があります。
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　中間配当金につきましては、すでにお知らせのとおり、

無配とさせていただきます。

　全役職員一丸となって中期経営計画〔StepⅢ〕の達成

に向けて邁進していく所存でありますので、今後とも一

層のご支援、ご協力を賜りますようお願い申し上げます。

平成26年12月
代表取締役社長

中 森 　保
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財務ハイライト

■営業成績および財産の状況の推移

区 分

第66期
第２四半期
連結累計期間
(自平成24年4月
1日至平成24年9
月30日)

第67期
第２四半期
連結累計期間
(自平成25年4月
1日至平成25年9
月30日)

第68期
第２四半期
連結累計期間
(自平成26年4月
1日至平成26年9
月30日)

売 上 高(百万円) 19,608 20,218 23,987

営 業 利 益(百万円) △198 △164 805

経 常 利 益(百万円) △273 △214 578

四半期純利益(百万円) △308 △202 285

１株当たり四半期純利益(円) △7.13 △4.75 6.70

純 資 産(百万円) 11,060 14,636 16,713

総 資 産(百万円) 34,222 37,018 38,307

(注）第66期第3四半期連結会計期間において株式併合を行いました
　　 が、第65期連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと
　　 仮定し、1株当たり四半期純利益を算定しております。
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連結財務諸表

■四半期連結貸借対照表
（単位：百万円）

科　目
当第２四半期末

(平成26年９月30日現在)
科　目

当第２四半期末
(平成26年９月30日現在)

（資産の部） （負債の部）

流 動 資 産

現 金 預 金

受取手形・完成
工事未収入金等

商品及び製品

販売用不動産

未成工事支出金

材 料 貯 蔵 品

繰延税金資産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有形固定資産

建物・構築物

機械、運搬具及
び工具器具備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無形固定資産

投資その他の資産

投資有価証券

繰延税金資産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

28,742

13,686

10,952

21

0

2,860

159

334

912

△184

9,564

6,787

1,004

393

5,340

21

25

2

234

2,543

774

1,344

437

△13

流 動 負 債 16,754

支 払 手 形 ・
工事未払金等

11,118

短 期 借 入 金 400

未成工事受入金 3,537

リ ー ス 債 務 18

未払法人税等 349

完成工事補償引当金 16

工事損失引当金 56

賞 与 引 当 金 349

そ の 他 907

固 定 負 債 4,839

長 期 借 入 金 1,000

リ ー ス 債 務 23

繰延税金負債 122

退職給付に係る
負 債

3,693

そ の 他 0

負 債 合 計 21,593

（純資産の部）

株 主 資 本 16,611

資 本 金 6,052

資 本 剰 余 金 2,022

利 益 剰 余 金 9,078

自 己 株 式 △541

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額

102

その他有価証券
評 価 差 額 金

220

退職給付に係る
調 整 累 計 額

△118

純 資 産 合 計 16,713

資 産 合 計 38,307 負債純資産合計 38,307

（注）　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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■四半期連結損益計算書
（単位：百万円）

科　目
当第２四半期累計期間

（自平成26年４月１日）至平成26年９月30日

売 上 高 23,987

完 成 工 事 高 23,938

その他の事業売上高 48

売 上 原 価 20,421

完 成 工 事 原 価 20,406

その他の事業売上原価 15

売 上 総 利 益 3,566

完 成 工 事 総 利 益 3,532

その他の事業総利益 33

販売費及び一般管理費 2,760

営 業 利 益 805

営 業 外 収 益 24

受 取 利 息 0

受 取 配 当 金 9

特 許 関 連 収 入 8

そ の 他 5

営 業 外 費 用 251

支 払 利 息 22

支 払 保 証 料 24

貸 倒 引 当 金 繰 入 173

そ の 他 30

経 常 利 益 578

特 別 利 益 32

固 定 資 産 売 却 益 32

特 別 損 失 0

固 定 資 産 除 却 損 0

税金等調整前四半期純利益 610

法人税、住民税及び事業税 224

法 人 税 等 調 整 額 100

法 人 税 等 合 計 325

少数株主損益調整前四半期純利益 285

四 半 期 純 利 益 285

（注）　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株式情報　（平成26年９月30日現在）

■株式の状況
　発行可能株式総数 普通株式 50,000,000株

　発行済株式総数 普通株式 43,919,291株

　株主数 普通株式 9,695名

■大株主（普通株式持株比率１％以上）

株 主 名 持株数(千株) 持株比率

株 式 会 社 ｴ ｰ ｴ ﾇ ﾎ ｰ ﾙ ﾃ ﾞ ｨ ﾝ ｸ ﾞ ｽ 11,073 25.21％

日本トラスティ・サービス信託銀行
株 式 会 社 ( 信 託 口 ）

3,927 8.94％

ｹｰﾋﾞｰｴﾙ　ﾖｰﾛﾋﾟｱﾝﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄﾊﾞﾝｶｰｽﾞ　ｵｰ
ﾃ ﾞ ｨ ﾅ ﾘ ｰ 　 ｱ ｶ ｳ ﾝ ﾄ 　 1 0 7 5 0 1

2,068 4.70％

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行
株 式 会 社 ( 信 託 口 ）

2,001 4.55％

日 特 建 設 社 員 持 株 会 1,057 2.40％

ｻ ﾞ 　 ﾁ ｪ ｰ ｽ 　 ﾏ ﾝ ﾊ ｯ ﾀ ﾝ 　 ﾊ ﾞ ﾝ ｸ
ｴ ﾇ ｴ ｲ 　 ﾛ ﾝ ﾄ ﾞ ﾝ 　 ｴ ｽ 　 ｴ ﾙ
ｵ ﾑ ﾆ ﾊ ﾞ ｽ 　 ｱ ｶ ｳ ﾝ ﾄ

629 1.43％

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 550 1.25％

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 500 1.13％

ﾊﾞﾝｸ　ｵﾌ　ﾞﾆｭｰﾖーｸ　ｼﾞｰｼｰｴﾑ　ｸﾗ
ｲｱﾝﾄ　ｱｶｳﾝﾄ　ｼﾞｴｲﾋﾞｰｱｰﾙﾃﾞｲ　ｱｲｴ
ｽ ｼ ｰ 　 ｴ ﾌ ｲ ｰ - ｴ ｲ ｼ ｰ

484 1.10％

（注）1.持株数は、千株未満の端数を切り捨てて表示しておりま

　　　　す。

　　  2.上記の他に、当社が所有している自己株式1,330千株（持

　　　　株比率3.03％）があります。

　　　3.ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社（同社

　　　　他1社）から、平成26年10月6日付の大量保有報告書に係

　　　　る変更報告書により、平成26年9月30日現在で、以下の

　　　　株式を保有している旨の報告がありましたが、当社とし

　　　　ては当第2四半期会計期間末時点における実質所有株主数

　　　　の確認ができないため、上記の大株主には含めておりま

　　　　せん。

株 主 名 持株数(千株) 持株比率

Ｊ Ｐ モ ル ガ ン ・ ア セ ッ ト ･
ﾏ ﾈ ｼ ﾞ ﾒ ﾝ ﾄ 株 式 会 社

3,738 8.51％

ｼ ﾞ ｪ ｰ ･ ﾋ ﾟ ｰ ･ ﾓ ﾙ ｶ ﾞ ﾝ ･
ｸ ﾘ ｱ ﾘ ﾝ ｸ ﾞ ･ ｺ ｰ ﾎ ﾟ ﾚ ｰ ｼ ｮ ﾝ

269 0.61％

　　　　　　　　計 4,008 9.13％
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■所有者別株式数

外国人

7,927千株(18.6％)

その他国内法人

12,059千株(28.3％)

証券会社

984千株(2.3％)

個人・その他

11,492千株(27.0％)

金融機関

10,123千株(23.8.％)

（注）自己株式1,330千株は含んでおりません。

－ 7 －
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会社情報　（平成26年９月30日現在）

■会社の概要

商号 日特建設株式会社
NITTOC CONSTRUCTION CO., LTD.

本店 東京都中央区銀座８丁目14番14号
（銀座昭和通りビル）

設立 昭和22年12月17日
資本金 6,052百万円
許可 建設業許可・特定建設業、一般建設業

国土交通大臣(特・般－23)第211号
（平成23年10月25日・更新）

免許 宅地建物取引業免許
東京都知事(1)第91766号

（平成22年５月21日・許可）
登録 建設コンサルタント登録

国土交通大臣　建26第15号
（平成26年10月１日・更新）
測量業者登録
国土交通大臣　第(14)－435号

（平成25年９月３日・更新）
地質調査業者登録
国土交通大臣　質24第２号

（平成24年11月30日・更新）
従業員数 855名
技術者構成

技術士 41名
技術士補 39名
RCCM(シビルコンサルティングマネージャー) 8名

1、2級建築士 8名
1、2級建築施工管理技士 14名
1、2級土木施工管理技士 647名
2級土木施工管理技士（薬注） 232名
1、2級建設機械施工技士 58名
1、2級造園施工管理技士 21名
1、2級管施工管理技士 8名
1、2級電気施工管理技士 3名
測量士、測量士補 254名

子会社および
関連会社

緑興産株式会社
島根アースエンジニアリング株式会社
山口アースエンジニアリング株式会社

－ 8 －
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 ■取締役および監査役（平成26年9月30日現在）

代表取締役社長 中　森　　　保
取 締 役 屋 宮 康 信
取 締 役 迫　田　　　朗
取 締 役 按 田 純 輝
取 締 役 永 井 典 久
取 締 役 山　田　　　浩
取 締 役 水　川　　　聡
取 締 役 麻　生　　　巌
常 勤 監 査 役 淀　谷　　　学
常 勤 監 査 役 作 本 幸 治
監 査 役 滝 口 勝 昭
（注）１.上記取締役のうち、水川　聡、麻生　巌

　　　　 の両氏は、社外取締役であります。

　　　２.上記監査役のうち、作本幸治、滝口勝昭

　 の両氏は、社外監査役であります。

３.上記監査役のうち作本幸治氏を東京証券

　 取引所の定めに基づく独立役員として指

　 定し、東京証券取引所に届け出ておりま

　 す。

－ 9 －
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 ■執行役員（平成26年9月30日現在）

専務執行役員 屋宮康信  経営戦略本部長

常務執行役員 迫田　朗  管理本部長

常務執行役員 按田純輝  安全環境品質本部長

常務執行役員 永井典久  事業本部長

常務執行役員 山田　浩  技術本部長

常務執行役員 中牟田憲吾  大阪支店長

常務執行役員 佐藤　稔  東京支店長

常務執行役員 和田雅之  東北支店長

常務執行役員 川口利一  経営戦略本部副本部長

 兼経営企画部長兼関連

 事業部長

執 行 役 員 千葉正樹  技術本部副本部長

執 行 役 員 大﨑知徳  技術本部民間営業担当

執 行 役 員 竹田弘之  事業本部副本部長

執 行 役 員 西村秀三  管理本部副本部長

 兼総務部長

執 行 役 員 和田康夫  名古屋支店長

執 行 役 員 山田和男  経営戦略本部内部

 統制部長

執 行 役 員 松本信夫  九州支店長

執 行 役 員 阿部義宏  札幌支店長

執 行 役 員 大塚雅司  事業本部副本部長

（営業担当）

執 行 役 員 水野隆弘  監査部長

執 行 役 員 萬　克弘  管理本部総務部部長

執 行 役 員 九十歩昌裕  広島支店長

執 行 役 員 巴　直人  技術本部副本部長

執 行 役 員 須野田泰士  直轄グラウト部長

－ 10 －
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■事業所

本 店 東京都中央区銀座８丁目14番14号(銀座昭和通りビル)(03)3542-9126

札 幌 支 店 札幌市厚別区大谷地東４丁目２番20号(第２西村ビル)(011)801-3611

東 北 支 店 仙台市太白区富沢南１丁目18番地の８(022)243-4439

東 京 支 店 東京都中央区明石町13番18号(明石町分室ビル)(03)3541-6221

北 陸 支 店 新潟市東区紫竹５丁目26番１号 (025)241-2234

名古屋支店 名古屋市中区栄１丁目16番６号(名古屋三蔵ビル) (052)202-3211

大 阪 支 店
大阪市中央区瓦町２丁目２番７号(山陽
日生瓦町ビル)

(06)6232-2109

広 島 支 店 広島市中区広瀬北町３番11号(和光広瀬ビル) (082)231-2109

九 州 支 店
福岡市博多区下川端町１番３号
(明治通りビジネスセンター)

(092)271-6461

直 轄
グラウト部

東京都中央区明石町13番18号(明石町分室ビル)(03)3542-9131

  ※東京支店及び直轄グラウト部は、平成26年12月中旬に
    東京都中央区東日本橋3丁目10番6号（平和東日本橋ビル)
    に移転予定であります。

営 業 所 旭川、函館、道東、青森、盛岡、秋田、山形、

福島、群馬、宇都宮、水戸、横浜、埼玉、千葉、

長野、佐渡、上越、富山、金沢、福井、岐阜、

静岡、三重、京滋、奈良、神戸、鳥取、松江、

岡山、山口、高松、松山、高知、佐賀、長崎、

熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄

出 張 所 三陸、和歌山

試 験 所 埼玉、東条、緑化工

機 材 セ ン タ ー中央（埼玉）、恵庭、盛岡、名取、富山、更埴、

榛原、東条、広島、高松、鳥栖、今市

／猿島総合センター

－ 11 －

事業所



2014/12/01 18:58:10 / 14055831_日特建設株式会社_中間報告書

■株主メモ

事 業 年 度 ４月１日から翌年３月31日まで

定時株主総会 ６月

基 準 日 定時株主総会の議決権　３月31日

期末配当　　　　　　　３月31日

中間配当　　　　　　　９月30日

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内１丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社

郵便物の送付先 〒168-0063

東京都杉並区和泉２丁目８番４号

三井住友信託銀行株式会社

証券代行部

0120-782-031（ﾌﾘｰﾀﾞｲﾔﾙ）

住 所 変 更 、

単元未満株式の

買取・買増等の

お 申 し 出 先

株主様の口座のある証券会社にお

申し出ください。

なお、証券会社に口座がないため

特別口座が開設されました株主様

は、特別口座の口座管理機関であ

る三井住友信託銀行株式会社にお

申し出ください。

公 告 の 方 法 電子公告により当社ホームページ

<http://www.nittoc.co.jp/>に公

告いたします。

ただし、事故その他やむを得ない

事由が生じたときは、日本経済新

聞に公告します。

単 元 株 式 数 100株

貸借対照表および損益計算書掲載のホームページアド

レス

http://www.nittoc.co.jp/annai/zaimu/index.html

株主メモ




